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況、その他の配慮を必要とする事情を勘案
し、以下のように供給されている。
公営住宅においては、入居者の募集・選考
に際し、障害のある人を含む世帯は特に住宅
困窮度が高いものとして、地方公共団体の裁
量により一定の上限の下、入居者の収入基準
を緩和するとともに、当選率の優遇、別枠選
考等の措置を講じている。
地域優良賃貸住宅制度においては、民間事
業者等に対し、整備費及び家賃減額のための
助成を行い、障害のある人を含む世帯等を対
象とした良質な賃貸住宅の供給を促進してい
る。本制度においては、障害のある人を含む
世帯について地方公共団体の裁量により別枠
選考等の措置ができるものとしている。
また、独立行政法人都市再生機構賃貸住宅
（以下、「都市再生機構賃貸住宅」）において
は、障害のある人を含む世帯に対して、入居
者の収入基準の緩和、１階又はエレベーター
停止階への住宅変更、新規賃貸住宅募集時の
当選倍率の優遇、既存賃貸住宅募集時の優先
申込期間の設定等の措置を講じている。

② 民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
障害のある人等の民間賃貸住宅への円滑な
入居を促進するため、地方公共団体や関係事
業者、居住支援団体等が組織する居住支援協
議会が行う相談・情報提供等に対して支援を
行っている。
また、大家の不安を解消するという観点か
ら、障害のある人を含む世帯の家賃債務保証
を実施し、その民間賃貸住宅への円滑な入居
を支援している。なお、家賃債務に加え、原
状回復や訴訟に要する費用も保証の対象にし
ている。

ウ 住宅施策と福祉施策との連携
公的賃貸住宅の整備に際して、障害のある
人の生活に関連したサービスを備えた住宅を

整備するため、障害者福祉施設との一体的な
整備を推進するとともに、障害のある人を対
象とした住まいづくり・まちづくりに関する
先導的な取組についても支援している。
公営住宅については、障害のある人の共同
生活を支援することを目的とするグループ
ホーム・ケアホーム事業へ活用することがで
きることとしており、公営住宅等を障害のあ
る人向けのグループホーム・ケアホームとし
て利用するための改良工事費について支援し
ている。
また、生活支援サービス付き公営住宅（シ
ルバーハウジング）については、住宅施策と
福祉施策の密接な連携の下に供給されている
ところであり、地方公共団体の長が特に必要
と認める場合に、障害のある人を含む世帯の
入居を可能とし、その居住の安定を図ってい
る。
民間賃貸住宅については、居住支援協議会
を活用した民間賃貸住宅への入居の円滑化を
促進し、障害のある人の一般住宅への入居を
支援している。
また、住宅市街地総合整備事業、優良建築
物等整備事業、市街地再開発事業等におい
て、デイサービスセンター、保育所等の社会
福祉施設等を合築・併設する場合、一定の条
件を満たすものに対し建築主体工事費の一部
を補助対象に上乗せし、障害のある人等の生
活しやすい市街地環境の形成を図っている。

（３）自立及び社会参加の促進

障害のある人が社会の構成員として地域で
共に生活することができるようにするととも
に、その生活の質的向上が図られるよう、生
活訓練、コミュニケーション手段の確保等必
要な社会参加促進施策を行っている。
平成１８年１０月から、市町村及び都道府県が
創意工夫によって地域の特性や利用者の状況
に応じて柔軟に事業を行う地域生活支援事業
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を実施し、障害のある人の社会参加と自立支
援を推進している。
なお、平成１４年度に「身体障害者補助犬法」
が成立し、１４年１０月から身体に障害のある人
が公共的施設等を利用する場合において、身
体障害者補助犬（盲導犬、介助犬及び聴導犬）
の同伴が可能となり、１５年１０月からは不特定
かつ多数の者が利用する施設への同伴が可能
となった。さらに、平成１９年度に「身体障害
者補助犬法の一部を改正する法律」が成立し、
２０年４月から、都道府県等が苦情の申し出等
に関する対応をすることが明確化され、同年
１０月から、一定規模以上の事業所や事務所に
おいて、勤務する身体障害者が補助犬を使用
することを拒んではならないこととされてい
る。
また、都道府県地域生活支援事業におい
て、身体障害者補助犬育成事業が実施されて
いる。
国立障害者リハビリテーションセンター自
立支援局においては、視覚に障害のある人を
対象に、日常生活や社会活動に必要な訓練
（歩行、点字、パソコン、調理、ロービジョ
ン（保有視覚機能を最大限に活用するための
訓練）等）の実施や、重度の肢体不自由のあ
る人を対象に、医学的管理の下に日常生活に
必要な機能回復訓練、日常生活動作訓練、職
能訓練等を実施し、より充実した社会生活を
円滑に送ることを目的とした自立訓練（機能
訓練）を行っている。
また、高次脳機能障害のある人が、職場や
家庭で自立して生活する力を身につけるため
の日常生活訓練や記憶障害等の代償手段の獲
得のため、メモリーノート等の福祉機器を活
用した訓練等を実施し、日常生活や社会生活
に必要な力を高めることを目的とした自立訓
練（生活訓練）を行っている。
その他、重度の知的障害のある児童を対象
に、基本的生活習慣の確立や情緒の安定を図

ることを目的とした施設支援の他、自閉症等
の特有の発達障害を有する在宅の児童に対
し、「外来診療」、「通園療育指導事業」及び
「発達障害児及び家族包括支援事業（家族短
期入所事業）」を実施している。

（４）発達障害児・者施策の充実

ア 「発達障害者支援法」成立の背景
自閉症や学習障害、注意欠陥多動性障害等
の発達障害は、これまで既存の障害者制度の
谷間に置かれ、その発見や対応は遅れがちで
あり、既存の障害者制度に加え、それぞれの
障害特性やライフステージに応じた発達支援
が必要であると指摘されてきた。これらの状
況に対応し、発達障害のある人の生活全般に
わたる支援を図り、もってその福祉の増進に
寄与することを目的として「発達障害者支援
法」が平成１６年１２月に成立した。これにより
発達障害の定義、発達障害のある人に対する
ライフステージを通した一貫した支援や関係
機関の連携の必要性等が示され、発達障害の
ある人の支援のための体制整備が進められる
こととなった。

イ 「発達障害者支援法」の概要
① 法律の趣旨
発達障害のある人については、症状の発現
後できるだけ早期の発達支援が特に重要であ
ることから、発達障害を早期に発見し、発達
支援を行うことに関する国及び地方公共団体
の責務を明らかにするとともに、発達障害の
ある人に対し学校教育等における支援を図
る。

② 主な内容
・発達障害の定義
「発達障害者支援法」における「発達障害」
とは、「自閉症、アスペルガー症候群その他
の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動
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性障害その他これに類する脳機能の障害で
あってその症状が通常低年齢において発現す
るものとして政令で定めるもの」とされてい
る。発達障害の定義が明らかになったことに
より支援の対象が明確になった。
・ライフステージを通した一貫した支援
「発達障害者支援法」では、「国及び地方
公共団体は、発達障害のある児童に対し、発
達障害の症状の発現後できるだけ早期に、そ
の者の状況に応じて適切に、就学前の発達支
援、学校における発達支援その他の発達支援
が行われるとともに、発達障害のある人に対
する就労、地域における生活等に関する支援
及び発達障害のある人の家族に対する支援が
行われるよう、必要な措置を講じるもの」と
されている。児童の発達障害の早期発見、早
期の発達支援、保育、教育、放課後児童健全
育成事業（放課後児童クラブ）の利用、就労
支援、地域での生活支援、権利擁護及び家族
への支援など、発達障害のある人のライフス
テージにおける一貫した支援の流れが明確に
されるとともに、これにかかる国や地方公共
団体の責務が明らかにされた。
・関係機関の連携
「発達障害者支援法」では、「国及び地方
公共団体は、発達障害者の支援等の施策を講
じるに当たっては、医療、保健、福祉、教育
及び労働に関する業務を担当する部局の相互
の緊密な連携を確保するとともに、犯罪等に
より発達障害者が被害を受けること等を防止
するため、これらの部局と消費生活に関する
業務を担当する部局その他の関係機関との必
要な協力体制の整備を行うもの」とされてい
る。発達障害のある人の地域におけるライフ
ステージを通した一貫した支援を行うため
に、多岐にわたる関係機関の連携やネット
ワークを構築して発達障害のある人への支援
体制を構築することが必要である。
・理解の促進

発達障害のある人の福祉についての理解、
発達障害のある人の社会参加への協力が国民
の責務とされている。また、国及び地方公共
団体は、発達障害に関する国民の理解を深め
るため、必要な広報その他の啓発活動を行う
ものとされている。
・専門家の養成等
専門的な医療機関の確保、専門的知識を有
する人材の確保、調査研究等が定められてい
る。

ウ 発達障害者支援の推進
① 発達障害者支援の体制整備
「発達障害者支援法」の施行を踏まえ、厚
生労働省においては、平成１７年度から、発達
障害のある人の乳幼児期より成人期までの各
ライフステージに対応する一貫した支援体制
の整備を図るため、「発達障害者支援体制整
備事業」を実施している。具体的には、（１）
各ライフステージに対応する一貫した支援を
行うための関係機関のネットワークの構築、
（２）発達障害に係る理解を深めるとともに
地域における支援につなげていくためのアセ
スメントツール（発達障害を早期発見し、そ
の後の経過を評価するための確認票）の導入
を促進する研修会の実施、（３）発達障害の
ある子どもを育てた親がその経験を活かし、
子どもが発達障害の診断を受けて間もない親
などに対して相談や助言を行うペアレントメ
ンターの活動の推進や、その活動をコーディ
ネートする者の配置などを行い、地域におけ
る発達障害者に対する支援体制の充実を図っ
ている。

② 発達障害者支援センター運営事業
厚生労働省においては、発達障害者及びそ
の家族等に対して相談支援、発達支援、就労
支援及び情報提供など行う「発達障害者支援
センター」の整備を図ってきたところであり、
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平成２４年度までに全６７都道府県・指定都市に
設置された。

③ 支援手法の開発と情報発信
平成１９年度から、発達障害のある人やその
家族、関係者等に対する支援方策をモデル事
業として実施し、有効な支援手法の開発を行
う「発達障害者支援開発事業」を実施すると
ともに、全国の発達障害者支援センターの中
核拠点としての役割を担う、国立障害者リハ
ビリテーションセンターに設置されている発
達障害者情報・支援センターにおいて、発達
障害に関する各種情報を発信し、支援手法の
普及や国民の理解の促進を図っている。

④ 発達障害の早期支援
平成２３年度から、発達障害等に関して知識
を有する専門員が保育所等を巡回し、施設の
職員や親に対し、障害の早期発見・早期対応
のための助言などの支援を行う「巡回支援専
門員整備事業」を実施し、地域における発達
障害者に対する支援体制の充実を図ってい
る。

（５）各種障害への対応

ア 盲ろう者への対応
盲ろう者とは、「視覚と聴覚に障害がある
者」であり、全盲ろう、盲難聴、弱視ろう、
弱視難聴の４つのタイプがある。平成１８年７
月に実施された調査結果において、盲ろう者
は、２万２，０００人と推計されている。
盲ろう者は、その障害の程度や生育歴等に
より、コミュニケーション方法も触手話、指
文字、指点字、手書き文字など多様な方法が
あり、コミュニケーションの保障や情報入
手、移動の支援が重要である。
平成２３年度の地域生活支援事業において
は、盲ろう者の自立と社会参加を図るため、
コミュニケーションや移動の支援を行う「盲

ろう者通訳・介助員養成研修事業」について
は、４３都道府県で、盲ろう者向け通訳・介助
員を派遣する「盲ろう者向け通訳・介助員派
遣事業」については、全都道府県で実施され
た。
また、コミュニケーション手段の確保、外
出のための移動支援など、社会参加を促進す
るためのサービス支援の人材確保や派遣事業
等を引き続き充実していくことが必要であ
り、国立障害者リハビリテーションセンター
において、盲ろう者通訳・介助員養成・研修
を行う指導者の研修を実施し、サービス支援
の人材育成を行っている。
平成２２年度から２３年度にかけて、国立障害
者リハビリテーションセンターで行った、盲
ろう者宿泊型生活訓練等モデル事業を基に、
２３年度はモデル事業報告書及び生活訓練等マ
ニュアルを作成した。
また、平成２４年度は、生活訓練等マニュア
ルを基に地域の施設において生活訓練等を実
施しており、今後も継続して盲ろう者の地域
における生活訓練のあり方について検討を行
うこととしている。

イ 強度行動障害への対応
強度行動障害児（者）とは、ひどい自傷、
強い他害、激しいこだわりや器物破損、睡眠
の大きな乱れのほか、拒食、異食等の食事面
の問題や、便こねや強迫的に排尿排便を繰り
返すなど排せつ面の問題など、生命維持にも
危険を及ぼすような行動上の問題があり、そ
の養育環境では著しく処遇の困難なものをい
い、強度行動障害児（者）等に対しては、行
動障害の軽減を目的として障害児入所施設等
の指定施設において特別処遇が行われてい
る。
特別処遇は、児童相談所、知的障害者更生
相談所、福祉事務所等の関係機関と連携を取
りながら個別プログラムに基づき３年以内を
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資料：厚生労働省

目処として実施されており、障害の軽減が図
られた場合、施設内処遇の変更や他施設への
移行あるいは退所する等によって終了する。
なお、「障害者総合支援法」においては、
行動援護や重度障害者支援加算など、強度行
動障害のある人への支援体制のさらなる充実
を図っている。

ウ 難病患者等への対応
平成２４年度までは、難病患者等の居宅にお
ける療養生活を支援するため、要介護の状況
にありながら「障害者自立支援法」等の施策
の対象とならない等の要件を満たす難病患者
等を対象として、市町村等を事業主体とし
て、難病患者等居宅生活支援事業を実施して
いた。
しかし、平成２５年４月から施行された「障

害者総合支援法」においては、障害者の定義
に難病患者等を追加して障害福祉サービス等
の対象とし、新たに対象となる難病患者等
は、身体障害者手帳の所持の有無にかかわら
ず、必要に応じて障害程度区分の認定などの
手続きを経た上で、市区町村において必要と
認められた障害福祉サービス等（障害児に
あっては、児童福祉法に基づく障害児支援）
が利用できることとなった。また、「障害者
総合支援法」における難病等の範囲について
は、当面の措置として、難病患者等居宅生活
支援事業の対象疾病と同じ範囲として施行さ
れたが、新たな難病対策における医療費助成
の対象疾患の範囲等に係る今後の検討を踏ま
え、見直しを行うこととしている。

■図表２―３１ グループホーム・ケアホームの事業運営イメージ


